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研究要旨 

 

本研究では、汚染土壌と予想される 12種類の土壌・堆積物・岩石を採取し、公定法である環境庁告示

第 46 号試験に基づく溶出試験に供した。その結果に基づき、特徴的な傾向を示した 2 種類の汚染土壌

について、廃棄物（鉄鋼スラグ、フライアッシュ、再生コンクリート、軽量気泡コンクリート）を用い、

汚染土壌中のヒ素、カドミウム、鉛の不溶化試験を試みた。廃棄物の添加率を上昇させると、重金属類

の不溶化率が上昇し、一定の数値に近づく（収束する）傾向が複数で認められた。本研究では、このよ

うな傾向を示したものについてのみ、不溶化効果が確認されたと判断した。いずれの汚染土壌に対して

も、そして、どの重金属類についても、共通して不溶化効果を発現した廃棄物は、再生コンクリートで

あった。今後は、対象とする汚染土壌を増やすことで、重金属類の不溶化処理における廃棄物の有効性・

適用性を継続して検討していく予定である。 

 

 

Ａ．研究目的 

近年、トンネルや道路などの土木工事由来の建

設発生土、また、土砂災害で発生する土塊、そし

て、休廃止鉱山周辺の地質などにおいて、自然由

来の重金属類（As：ヒ素、Pb：鉛など）が溶出し

やすい化学形態で高濃度に含まれることもしば

しば認められ、問題となるケースが報告されてい

る。特にその対策として、費用対効果などの問題

から原位置手法が推奨されており、例えば、重金

属類を固定化する不溶化処理が従来から注目さ

れている。その一方で、近年、特に廃棄物の 3R

（Reduce、Reuse、Recycle）に絡み、その有効利

用が強く求められている。このような背景に基づ

き、本研究では、自然由来の重金属類を含む土壌・

堆積物・岩石（以後、便宜的に、汚染土壌と呼称

する）を対象に、複数の廃棄物を活用することで、

その添加率と不溶化率の関係性について評価し

た。これより、汚染土壌の不溶化処理における、

廃棄物の有効性・適用性を検討するための基礎的

知見の集積に努める。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究では、汚染土壌と予想される 12 種類の

土壌・堆積物・岩石（汚染土壌 A～Lとする）を採

取し、公定法である環境庁告示第 46 号試験に基

づく溶出試験に供した。すなわち、風乾させた土

壌を 2 mmのふるいにかけ、土壌（単位 g）と水（単

位 mL）を重量体積比 10%の割合で混合し、20℃で

6 時間の水平振とうを行った。振とう回数は毎分

約 200 回であり、その後、10 分～30 分ほど静置

し、3,000重力加速度で 20分間の遠心分離に供し

た。そして、得られた上澄み液について、孔径 0.45 

m のメンブレンフィルターでろ過をし、ICP-MS

（誘導結合プラズマ質量分析計：Agilent 7700x 

ICP-MS）で重金属類（B：ホウ素、Cr：クロム、Ni：

ニッケル、Cu：銅、Zn：亜鉛、As、Se：セレン、

Cd：カドミウム、Pb）を定量した。この結果に基

づき、2 種類の汚染土壌を対象として（その詳細



 

 

は、後述する）、以下、不溶化試験に供した。不溶

化試験では、廃棄物を 2.5%、5%、10%の比率で汚

染土壌に添加し、24時間、20℃ならびに相対湿度

60%の環境下において、養生を行った。その後、上

記と同様に、環境庁告示第 46 号試験に基づく溶

出試験に供し、廃棄物の添加率と重金属類の不溶

化率について評価を試みた。なお、本研究では、

鉄鋼スラグ、フライアッシュ、再生コンクリート、

軽量気泡コンクリート、4 種類の廃棄物を活用し

た。いずれの試験についても、独立した 3回の繰

り返し試験を実施している。 

 

Ｃ．研究結果 

本研究で対象とした 12種類の土壌・堆積物・岩

石について、環境庁告示第 46 号試験に基づく溶

出試験に供した結果、土壌環境基準に規定される

As、Cd、Pb（基準値はそれぞれ、10 g/L、3g/L、

10g/Lである）について、複数の超過事例が認め

られた。そのうち、特徴的な結果を示した汚染土

壌 E ならびに汚染土壌 K を不溶化試験に供した。

具体的には、汚染土壌 E では、As と Pb に超過が

認められ、特に Pbの超過が顕著であった。また、

汚染土壌 Kでは、Asと Pbだけではなく、Cdにつ

いても超過が認められた珍しいタイプの汚染土

壌である。 

図 1には、一例として、汚染土壌 Kに対する再

生コンクリートを用いた不溶化試験（Pb を対象）

の結果を示す。再生コンクリートの添加率上昇と

ともに、Pbの不溶化率が上昇し、その後、不溶化

率が一定に近づく傾向が認められた。これに類似

する傾向は、複数の廃棄物、そして、対象とした

重金属類においても確認されている。 

 

図 1 汚染土壌 K における再生コンクリートを用

いた Pbの不溶化試験結果 

 

Ｄ．考察 

本研究では、上述のように、廃棄物の添加率を

上昇させると、対象とした重金属類の不溶化率が

一定の数値に近づいた（収束した）ものについて

のみ、不溶化効果が認められたと判断することと

した。対象とした 2種類の汚染土壌（Eおよび K）

について、As と Pb に着目すると、いずれも不溶

化効果が認められた廃棄物は、再生コンクリート

と軽量気泡コンクリートであった。なお、汚染土

壌 Kにおいては、フライアッシュも効果を発現し

た。その一方で、汚染土壌 Kの Cdについては、再

生コンクリートのほか、鉄鋼スラグも不溶化効果

を示した。よって、2種類の汚染土壌（Eならびに

K）、そして、対象とした 3 種類の重金属類（As、

Cd、Pb）について、共通して不溶化効果を発現し

た廃棄物は、再生コンクリートであった。 

今後は、不溶化試験の対象とする汚染土壌を増

やし、継続的に廃棄物の有効性・適用性を評価す

るための知見集積に努める予定である。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、汚染土壌と予想される 12 種類の

土壌・堆積物・岩石を採取し、公定法である環境

庁告示第 46 号試験に基づく溶出試験に供した。

その結果に基づき、特徴的な傾向を示した 2種類

の汚染土壌（Eおよび K）について、廃棄物（鉄鋼

スラグ、フライアッシュ、再生コンクリート、軽

量気泡コンクリート）を用いた不溶化試験（As、

Cd、Pbを対象）を試みた。廃棄物の添加率を上昇

させると、重金属類の不溶化率が上昇し、一定の

数値に近づく（収束する）傾向が複数で認められ

た。本研究では、このような傾向を示したものに

ついてのみ、不溶化効果が確認されたと判断した。

いずれの汚染土壌に対しても、そして、どの重金

属類についても、共通して不溶化効果を発現した

廃棄物は、再生コンクリートであった。今後は、

対象とする汚染土壌を増やすことで、重金属類の

不溶化処理における廃棄物の有効性・適用性を継

続して検討していく予定である。 
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